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要 旨
本研究の目的は、2019年、高知県内で褥瘡を保有する在宅療養者の実態を明らかにすることである。高

知県内の65訪問看護ステーションおよび26医療機関の訪問看護部門、計91施設に調査表を配布した。褥瘡
有病率は2.37%であった。褥瘡患者の年齢は、79.1±13.1歳（平均±SD）であり、ほとんどの褥瘡患者は
寝たきりの状態であった。褥瘡患者の血清アルブミン値は3.0±0.6g/dl（平均±SD）、ヘモグロビン値は
10.8±2.6g/dl（平均±SD）であった。褥瘡発生部位は、仙骨部が32.1%と最も多く、褥瘡深達度別でも、
仙骨部が最も多かった。保有期間は、１年以上が30.8%と最も多かった。2016年に我々が行った調査結果
と比べ、褥瘡有病率はほぼ変化はないが、褥瘡患者の平均年齢は上昇し、保有期間が長期化していた。高
齢寝たきり患者に対する栄養管理が最も優先すべき対応であると考えられた。
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Abstract
The aim of this study was to reveal the situation in the patients with pressure ulcers receiving home

care services in the Kochi Prefecture in 2019. We distributed questionnaire forms to 91 home-visit
nursing offices in the Kochi Prefecture.The prevalence of pressure ulcers was 2.37%.The age of patients
with pressure ulcers was 79.1 ± 13.1 years (mean± standard deviation (SD)), and most patients with
pressure ulcers were bedridden. Laboratory data, such as serum albumin and hemoglobin levels, of the
patients with pressure ulcers were 3.0 ± 0.6 g/dl and 10.8 ± 2.6 g/dl (mean± SD), respectively.The
most common pressure ulcer site was the sacral region (32.1%), and when the cases were divided based
on the ulcer depth, the sacral region was still found to be the most common pressure ulcer site. The most
common duration of pressure ulcers was one year and longer (30.8%). Compared to the results of our
2016 survey, the prevalence of pressure ulcers remained almost unchanged; however, the mean age of
patients with pressure ulcers and the mean duration of pressure ulcers increased. These results suggest
that nutritional management for bedridden elderly patients is required with the highest priority.
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Ⅰ. 研究の背景
我々は、2016年２月に高知県における褥瘡を保

有する在宅療養者（以下在宅褥瘡患者）の実態調

査を高知県で初めて実施した（小原他、2017）。こ

の調査では、高知県における在宅療養者の褥瘡有

病率は2.85%であることが明らかになった。ま

た、高知県内の在宅褥瘡患者は、高齢で加齢に伴

う疾患を抱え、寝たきりあるいはほぼ寝たきりの

状態である者が多く存在していることも明らかと

なった。

米国の調査（VanGilder et al., 2017）において

急性期治療の現場での褥瘡有病率は減少してお

り、日本の全国調査（日本褥瘡学会実態調査委員

会、2018）においても、医療機関および在宅療養

の場での褥瘡有病率は減少傾向にある。高知県の

高齢化率は、2019年現在で35.2%（内閣府、2020）

と青森県に次いで第２位の高さであり、高齢化率

50%を超える町も２町存在する。褥瘡発生は、独

立した危険因子によるものではなく、不動、低灌

流、低栄養、皮膚状態、失禁など多数の要因が関

連しているとされている（Coleman et al., 2013;

Sharp & McLaws, 2006）。加齢による身体変化

や加齢に伴う疾患により、高齢者はこのような褥

瘡発生の危険因子を多く持つことになる。褥瘡

は、QOLを低下させ（Sebba Tosta de Souza et

al., 2015）、高い医療費上昇の要因（Dealey et

al., 2012）になる。褥瘡有病率が減少していて

も、高齢化率が上昇している高知県において、定

期的に褥瘡患者の実態を把握することは医療経済

学的見地からも重要である。

そこで、本研究の目的は、前回の調査から３年

を経た2019年の高知県における在宅褥瘡患者の実

態を調査し、褥瘡有病率、褥瘡の特徴、褥瘡患者

の特徴、褥瘡ケアの現状について明らかにするこ

とである。この結果は、我々の2016年の調査結果

（小原他、2017）と合わせて考えることで、高知県

内における在宅褥瘡ケアの質向上への取組を明確

化するための基礎的資料になるといえよう。

Ⅱ. 研究方法
我々が、2016年に実施した調査（小原他、2017）

と同様に、回収率を上げ、有効な回答が得られる

ように「調査１」および「調査２」と２つの調査

に分けて実施した。

１．調査１
在宅褥瘡患者数、在宅褥瘡患者の基本属性およ

び保有褥瘡の状態を調査することが目的であっ

た。

１）対象

高知県訪問看護連絡協議会に登録している71の

訪問看護ステーションのうち、休止していない65

訪問看護ステーションを対象とした。訪問看護部

門については、高知県内の医療機関のホームペー

ジで確認し、訪問看護を実施していた26施設を対

象とした。合計91施設が対象となった。

２）調査期間

2019年６月中に各施設で設定した１日を調査日

とした。

３）調査方法

対象施設に、研究計画概要・研究依頼書・調査

表を郵送にて配布した。調査表は、「施設情報調

査表」と「患者情報調査表」の２つからなるもの

であった。「施設情報調査表」の調査項目は、開設

主体、利用者数、褥瘡患者の有無であった。「患者

情報調査表」の調査項目は、褥瘡患者の基本属性

（年齢、性別、介護度、日常生活自立度、認知症高

齢者の日常生活自立度、主な疾患３つまで）およ

び保有褥瘡の状態（部位、初回か再発か、発生場

所、DESIGN-R分類を基準にした深達度、褥瘡保

有期間）であった。褥瘡有病率算出のために、褥

瘡患者が存在しない場合も、「施設情報調査表」に

おける開設主体、利用者数、褥瘡患者の有無を記

入して返送するように依頼した。

２．調査２
在宅褥瘡患者における褥瘡危険因子の存在、介

護者の状況、褥瘡ケアについて調査することが目

的であった。
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１）対象

「調査１」の調査表に、「調査２」の協力の可否

について、文書で回答できるようにした。協力可

能と回答した訪問看護ステーションおよび訪問看

護部門を対象とした。

２）調査期間

2019年６月～７月

３）調査方法

「調査２」に協力可能と回答した施設に出向き、

調査票を用いて聞き取り調査を実施した。調査項

目は、褥瘡患者の褥瘡危険因子の存在、血清アル

ブミン値およびヘモグロビン値（データがある療

養者のみ）、褥瘡ケア内容であった。褥瘡危険因

子は、厚生労働者が示した褥瘡対策に対する危険

因子としてあげられている項目（日本褥瘡学会、

2008）とし、2018年の診療報酬改定により追加さ

れた「皮膚の脆弱性（スキンテアの保有、既往）」

も項目に含めた。褥瘡ケア内容では、除圧方法、

局所ケアとケアの頻度、局所ケアの実施者、栄養

管理方法、栄養士や理学療法の介入の情報を収集

した。介護者の状況および訪問看護の依頼時の褥

瘡保有の有無についての情報も収集した。

３．分析方法
褥瘡有病率は、2006年６月に褥瘡学会が公表し

た方法（日本褥瘡学会、2006）に基づき、褥瘡有

病率を算出した。褥瘡有病率以外は、各調査項目

において、合計、割合、平均値、標準偏差を算出

した。

４．倫理的配慮
本研究は、高知県立大学看護研究倫理審査委員

会（看研倫19-61号）に承認され実施した。研究の

趣旨、調査内容および方法について、「調査１」で

は文書にて、「調査２」では文書と口頭にて説明し

同意を得た。

Ⅲ．結果
１．褥瘡有病率および保有褥瘡の状態（調査１）
１）調査施設の概要

「調査１」では、訪問看護ステーション45施設

（回収率69.2%）、訪問看護部門12施設（回収率

46.2%）の計53施設（回収率62.6%）から回答が

あった。このうち、記入漏れがない訪問看護ス

テーション41施設（有効回答率63.1%）、訪問看護

部門９施設（有効回答率34.6%）の計50施設（有

効回答率54.9%）が分析対象となった。

訪問看護ステーションの設置主体について、医

療法人が20施設（48.8%）と最も多く、次いで営

利法人が16施設（39.0%）、社団法人が２施設

（4.9%）、その他が３施設（7.3%）であった。訪問

看護ステーションの利用者数は、30人未満が14施

設（34.1%）、30人以上50人未満が11施設（26.8%）、

50人以上70人未満が７施設（17.1%）、70人以上90

人未満が３施設（7.3%）、90人以上が６施設

（14.6%）であった。訪問看護部門の利用者数は、

30人未満が７施設（77.8%）、90人以上が２施設

（22.2%）であった。

２）褥瘡患者数と有病率

表１は、褥瘡患者数と有病率を示す。訪問看護

ステーションにおける褥瘡患者数は54人、訪問看

護部門における褥瘡患者数は３人であり、本調査

において褥瘡患者数は合計57人であった。褥瘡有

病率は、訪問看護ステーション2.6%、訪問看護部

門0.9%であり、両方を合わせると2.37%であっ

た。
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表１ 褥瘡患者数と褥瘡有病率



３）在宅褥瘡患者の基本属性

在宅褥瘡患者57人の基本属性を表２に示す。年

齢は、79.1±13.1歳（平均±SD）であり、男性34

人（59.6%）であった。要介護度について、要介

護４が16人（28.1%）および要介護５が18人

（31.6%）と要介護４または５の認定を受けてい

る患者が半数以上を占めていた。日常生活自立度

においては、Cランクが27人（47.4%）、Bランクが

24人（42.1%）と、BまたはCランクがほとんどを

占めていた。認知症高齢者の日常生活自立度にお

いては、Ⅰが13人（22.8%）と最も多く、次いで自

立が10人（17.5%）、Ⅱが９人（15.8%）であった。

４）保有褥瘡の状態

在宅褥瘡患者の保有褥瘡数は、1個が41人

（71.9%）と最も多かった（表３）。

在宅褥瘡患者の保有褥瘡数は合計78個であり、

これらのDESIGN-R®に基づき分類した褥瘡深達

度、部位、保有期間、初回か再発か、発生場所に

ついて表４に示す。褥瘡深達度について、d１が

25個、d２が21個、D３が22個、D４が10個であっ
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表２ 褥瘡患者の基本属性 n=57人

表３ 褥瘡患者1人当たりの褥瘡保有個数 n=57人



た。最も多く発生していた部位は、仙骨部25個

（32.1%）であった。また、褥瘡深達度別にみても、

仙骨部が最も多かった。保有期間は、１年以上が

24個（30.8%）と最も多く、次いで１ヶ月以上３ヶ

月未満が21個（26.9%）、不明が15個（19.2%）で

あり、深達度別でもこれらの保有期間がほとんど

を占めていた。自宅発生が59個（75.6%）と最も

多く、初回発生の褥瘡が52個（66.7%）、再発の褥

瘡が25個（32.1%）であった。

５）在宅褥瘡患者が抱える疾患

在宅褥瘡患者が抱える疾患について主なもの３

つまで回答があり、これらについてICD-10（国際

疾病分類）に基づき分類した（表５）。最も多かっ

たのは、循環器系の疾患が24人（42.1%）であり、
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表４ 総保有褥瘡(78個)および深達度別の部位・保有期間・初回か再発か・発生場所

表５ 褥瘡患者が抱える疾患(複数回答)



次いで損傷、中毒およびその他の外因の影響が19

人（33.3%）、筋骨格系及び結合組織の疾患が16人

（28.1%）であった。

２．在宅褥瘡患者の状況（調査２）
「調査２」は、訪問看護ステーション19施設、

訪問看護部門２施設から聞き取り調査の同意が得

られ、在宅褥瘡患者44人のデータを得た。

１）訪問看護依頼時の褥瘡保有の有無

在宅褥瘡患者44人のうち、29人（65.9％）が訪

問看護開始時には褥瘡を保有していた（表６）。

２）褥瘡危険因子の存在

表７は、在宅褥瘡患者における褥瘡危険因子評

価表の項目の保有状況、血清アルブミン値および

ヘモグロビン値を示したものである。70%以上の

在宅褥瘡患者が、「ベッド上自力体位交換ができ

ない」「座位保持姿勢の保持・除圧ができない」「便

失禁」「尿失禁」の項目について「有り」と回答し

ていた。血清アルブミン値およびヘモグロビン値

のデータが得られた在宅褥瘡患者は、それぞれ12

人と20人であり、血清アルブミン値は3.0±

0.6g/dl（平均±SD）、ヘモグロビン値は10.8±

2.6g/dl（平均±SD）であった。

３）褥瘡ケアの現状

①局所ケア実施者

在宅褥瘡患者44人のうち、配偶者との２人暮ら

しが17人（38.6%）最も多く、次いで子どもと暮

らしている者が10人（22.7%）であった。局所ケ

アの実施者は、訪問看護のみが25人（56.8%）と

最も多かった（表８）。

②褥瘡深達度別の褥瘡ケア

在宅褥瘡患者44人の保有褥瘡（合計50個）を浅

い褥瘡（d１・d２）30個、深い褥瘡（D３・D４）

20個に分け、それぞれの交換回数、使用ドレッシ

ング剤および使用外用薬について表９に示す。浅

い褥瘡では、ドレッシング剤使用無し、ガーゼ、

非固着性吸収性ドレッシング剤、おむつ、ポリウ

レタンフィルムなどが使われ、外用薬は白色ワセ

リンを最も多く使用していた。深い褥瘡におい

て、ケア回数は１回/日が最も多く、非固着性吸収

性ドレッシング剤が最も多く用いられ、外用薬は

アルプロスタジルアルファデクス軟膏が最も多く

用いられた。
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表６ 訪問看護開始時の褥瘡保有の有無

表７ 褥瘡危険因子の存在



在宅褥瘡患者44人における体位交換の時間間隔

および体圧分散マットレスの使用状況について表

10に示す。保有している褥瘡別に、浅い褥瘡（d

１・d２）保有患者、深い褥瘡（D３・D４）保有

患者に分けた。複数褥瘡を保有している患者は、

保有している褥瘡が深いほうの分類に属すること

とした。マットレスの使用について、マットレス

の中でもエアマットレスを使用している患者が最

も多く、浅い褥瘡保有患者は15人（57.7%）、深い

褥瘡保有患者は12人（66.7%）であった。体位交

換間隔について、浅い褥瘡保有患者において、体

位交換無しが15人（57.7%）、適宜が６人（23.1%）
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表８ 褥瘡患者の同居人の状況と局所ケアの実施者

表９ 褥瘡深さ別の局所管理方法



と、体位交換無し、あるいは、適宜実施がほとん

どを占めていた。深い褥瘡保有患者において、体

位交換無しが12人（67.7%）と、最も多かった。

③栄養摂取方法

在宅褥瘡患者44人のうち、経口から栄養を摂取

している者が41人（93.2%）と最も多かった。栄

養補助食品を使用している者は７人（15.9%）で

あった（表11）。

④栄養士およびリハビリテーションの介入

在宅褥瘡患者44人のうち、リハビリテーション

の介入がある患者は24人（54.5%）で、栄養士の

介入がある者はいなかった（表12）。

Ⅳ．考察
１．褥瘡有病率
本研究において、在宅療養者の褥瘡有病率は

2.37%であった。我々が2016年に実施した調査で

の在宅療養者の褥瘡有病率は2.85%であり、ほぼ

変わらない結果であった。全国調査では、訪問看

護ステーションの有病率は、2010年は5.45%、

2013年は2.61%、2018年は1.68%（日本褥瘡学会

実態調査委員会、2011；2015；2018）と減少傾向

である。海外では、ドイツの２地域で行われた外

来患者に対する調査（Kroger K, & Joster M.,

2018）における褥瘡有病率は1.6～2.0%、イタリ
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表10 体位交換間隔と使用マットレス

表11 栄養摂取方法
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アの１地域で行われた在宅ケアを受けている70歳

以上の人々に対する調査（Rasero et al., 2015）に

おける褥瘡有病率は31.6%であった。褥瘡の有病

率について、調査方法やサンプルサイズの違いに

より有病率は比較することはできないとされてい

る（Berlowitz D., 2014）。我々の調査からは、高知

県における在宅褥瘡患者数は、下げ止まりの傾向に

あるといえる。したがって、適切な予防と治療への

取組は今後も継続して行わなければならない。

２．在宅褥瘡患者の特徴
本研究において、在宅褥瘡患者の平均年齢は

79.1±13.1歳（平均±SD）であり、2016年の調査

における在宅褥瘡患者の平均年齢73.8±17.6歳

（平均±SD）より上昇した。本研究における在宅

褥瘡患者のほとんどは、要介護４および要介護５、

日常生活自立度がBランクおよびCランクであり、

褥瘡危険因子評価表における「ベッド上自力体位

交換ができない」「座位保持姿勢の保持・除圧がで

きない」「便失禁」「尿失禁」の項目を有していた。

血清アルブミン値は基準値をかなり下回り、ヘモ

グロビン値は軽度の貧血状態を示していた。これ

は、2016年の調査とほぼ変わらない結果であった。

在宅褥瘡患者が抱えていた疾患について、循環器

系の疾患では心不全や脳血管疾患が多く含まれ、

損傷、中毒及びその他の外因の影響では骨折が含

まれていた。このことから、高知県下の在宅褥瘡

患者の多くは、高齢、日常生活動作障害、低栄養

のような、加齢による身体変化や加齢性疾病によ

り生じる症候が組み合わさった老年症候群

（Inouye et al., 2007）の状態といえる。Health at

a Glance 2019では、わが国はOECD諸国の中で最

も高い平均寿命であり（OECD, 2019）、高知県に

おいては、2015年時点で５年間に男性1.35年、女

性0.54年の平均寿命の延びが認められる（厚生労

働省、2015）。平均寿命の増加は老年症候群の増

加を意味し、在宅褥瘡患者の平均年齢の上昇を予

測させる。在宅褥瘡患者を減らすためには、老年

症候群への早急な対応が重要である。

３．在宅褥瘡患者の保有褥瘡の特徴
本研究において、在宅褥瘡患者の褥瘡保有部位

は、最も多かったのは仙骨部であり、次いで坐骨

部、大転子部、外踝部であった。これは、2016年

の調査と変わらない結果であった。保有期間は、

2016年の調査では１ヶ月以上３ヶ月未満が

41.1%、１年以上が28.8%であったが、本研究に

おいては１ヶ月以上３ヶ月未満が26.9%、１年以

上が30.8%、不明が19.2%であり、2016年に比べ、

保有期間が長く、発生時期が不明の褥瘡が増加し

ていた。また、d１のような浅い褥瘡でも同じ傾

向があった。このことから、本研究における在宅

褥瘡患者の保有褥瘡について、浅い褥瘡は治癒や

軽快を繰り返しており、深い褥瘡は褥瘡保有期間

が長期化していることが推測される。今後、保有

期間が延長している褥瘡の状態および褥瘡患者の

身体状況や生活環境、ケア内容について詳細な

データを収集し、分析する必要がある。

４．高知県内における在宅褥瘡ケアの課題
本研究において、体圧分散ケアについては、浅

い褥瘡保有患者および深い褥瘡保有患者ともに、

エアマットレスを使用し、体位交換をしない、あ

るいは、適宜実施の状況であった。これも、2016

年の調査とほぼ変わらない結果であった。栄養管

理において、栄養補助食品の使用は、2016年の調

査では8.1%、本研究では15.9%とやや上昇した。

しかし、血清アルブミン値やヘモグロビン値が基

準値以下であることは、2016年の調査と変わらな

かった。褥瘡発生リスクの高い高齢患者におい

て、仙骨部の皮膚弾力性は低く皮膚厚は薄いこと、

低い血清アルブミン値は皮膚弾力性の低下に影響

することが報告されている（Kohara et al.,

2021）。在宅療養では、病院のように専門職が定

期的な体位交換を実施することは難しく、近年、

普及している自動体位交換機能を有するエアマッ

トレスを使用することが現実的といえる。本研究

の対象者は経口摂取にかかわらず低い血清アルブ

ミン値であったことから、今後、在宅褥瘡患者に
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対し、除圧ケア以上に、栄養管理に焦点を当てる

必要がある。しかし、リハビリテーションの介入

について、2016年の調査では29.7%、本研究では

54.5%と上昇したが、栄養士の介入については、

2016年および本研究ともに皆無であった。2021年

度の介護報酬改定において、管理栄養士による居

宅療養管理指導の普及の推進が示されているが、

高知県では普及しているとはいえない。在宅療養

者への医療やケアに携わっている、訪問看護師・

医師・リハビリ専門職・ケアマネジャー・介護職

らが、在宅褥瘡患者に対し、栄養状態に目を向け、

栄養士介入についてチームで検討できる教育的取

組が必要といえる。

局所ケアについて、2016年の調査では、深い褥

瘡に対し、不適切な軟膏の使用が見られたが、本

研究では、不適切な軟膏の使用は認められなかっ

た。非固着性吸収性ドレッシング剤を使用してい

るケースが多かった。2014年に在宅の褥瘡対策推

進が図られ、褥瘡に関する危険因子の評価、適切

な看護計画の作成、実施、評価を行い、毎年７月

１日に状況報告を行うことになった。その後、高

知県でも褥瘡学会が主催する在宅褥瘡セミナーに

訪問看護師が多数参加するようになった。さら

に、2015年以降は、高知県立大学が高知県から寄

附講座として実施している「高知県中山間等訪問

看護師育成講座」において、皮膚科医および皮膚・

排泄ケア認定看護師による講義が行われている。

このような教育的取組により、訪問看護師の褥瘡

ケアに関する知識と技術の向上につながった事

が、局所ケアが改善している要因といえる。また、

ドレッシング剤については、調剤薬局を通じて購

入しやすい環境にあることも要因といえる。

本研究において、訪問看護によるサービスの開

始時、すでに褥瘡を保有していた患者は、65.9%

と半数以上であった。本研究の対象者において、

独居の割合は15.9%と多くなく、配偶者や子ども

などと暮らしているにもかかわらず褥瘡が発生し

ていたことは、介護者や同居者が褥瘡発生を早期

発見することは難しいといえる。Nakagami et al.

（2020）が行った、日本のDiagnosis Procedure

Combination（DPC）データベースを用いた大規

模調査では、入院時に褥瘡を保有していた患者に

おいて、入院前から在宅サービスを使用していた

患者は19.0%しかなく、入院時に褥瘡を保有して

いた患者は、保有していない患者に比べ、自宅へ

の退院が難しいことを明らかにしている。このこ

とから、訪問看護サービスを導入していない段階

から、褥瘡発生を早期に発見することが重要であ

る。褥瘡発生において皮膚色の観察は重要である

（Kohara et al., 2021）ことから、日々ケアを担う

介護者や福祉職者と皮膚色など観察のポイントを

理解し日々のケアに取り入れられる教育的取組も

必要である。

Ⅴ．本研究の限界
本研究は、高知県内のおおよそを把握するため

の資料になると思われるが、今後は、質問紙の内

容や調査依頼方法を工夫し、より多くのデータを

収集していくことが課題である。
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